




第３章　わが国ものづくり産業の将来を担う人材の育成

（1）将来を担う若年人材の確保、育成・能力開発の現状
■若年技能系正社員の採用方針を見ると、中小企業は新卒採用を中心とする割合が大企業に比べて低く、
中途採用中心とする割合が高い。また、中小企業は、新規採用の量・質双方に関して、大企業よりも
満足していないと感じているものが多い（図表3－1、3－2）。

■中小企業は大企業に比べて、若年技能正社員の育成・能力開発におけるマニュアル、計画の整備が弱
い。また、「研修などの off-JT」や「自己啓発活動に対する支援」という現場を離れた取組も弱い（図
表3－3）。

■多くの企業が、育成・能力開発が「うまくいっている」と肯定的に評価している（図表3－４）が、う
まくいっていないとする企業では「育成を担う中堅層の従業員の不足」「効果的な教育訓練のノウハウ
不足」を理由として挙げるところが多い（図表3－5）。

（2）中小企業における若年人材の確保、現場の育成・能力開発体制の課題と対応
■地域の高校生及び大学生と中小企業が互いに情報共有することが重要である。①ハローワークのジョブ
サポーターによる情報提供や相談実施、②地域の中小企業対象の就職面接会の開催、③トライアル雇用
やインターンシップの活用といったマッチングに資する施策を積極的に推進することが重要となる。
■現場の育成・能力開発体制を強化・充実し、off-JT 等を推進するため、①公共職業能力開発施設が
実施する「ものづくり分野におけるオーダーメイド等の在職者訓練」、「訓練指導員の派遣等のサポー
ト」、②新事業の展開を図る企業に対し教育訓練カリキュラムの開発・実施等による支援、③ off-JT
の経費等を助成する「キャリア形成促進助成金」について、中小企業への一層の周知、活用を促進す
ることは今後益々重要である。
■中途採用や非正社員の正社員登用を的確に行うため、個々の社員の職業能力評価の実施と活用の意義
は大きい。①「技能検定」等の資格制度、②必要な職業能力・知識を業種別等に整理体系化した「職
業能力評価基準」、③個々の社員の育成・能力開発の事跡を「見える化」する「ジョブ・カード」制度
について企業に対して認知 ･理解を深め、より積極的な活用を推進することが重要である。

（3）ものづくり産業の将来を担う人材の育成等のための職業能力開発施策
■東日本大震災や電力供給不安、急激な円高等の中でものづくり産業をめぐる環境は大変厳しく、我が
国の基幹的産業であるものづくり産業の発展のためには、ものづくり人材の育成への取組が従来にも
増して必要とされている。このため、東日本大震災の被災地域の公共職業訓練施設等において、復旧・
復興支援に係る人材を育成・確保するための取組を実施しており、今後も一層の取組を強化するとと
もに、以下のとおりものづくり人材の育成への取組を積極的に推進していく。
■ものづくり労働者の育成のための取組
　　①公共職業能力開発施設において技術革新への対応等高度かつ多様な職業訓練を実施
　　②�キャリア・コンサルティングの促進や、事業主が雇用する労働者のキャリア形成を促進するため

に職業訓練を受けさせた場合の助成措置等によるキャリア形成の支援
■技能検定（2011年４月1日現在136職種）その他技能の能力評価のための取組
■ものづくり立国に向けた基盤整備
　　①卓越した技能者（現代の名工）の表彰等による技能尊重気運の醸成
　　②技能五輪等各種技能大会の開催による技能振興（図表3－6）
　　③工業高校や中小企業等に熟練技能者を派遣し実技指導を行うことによる技能の継承
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図表3-1　過去３年間の技能系正社員の採用方針（企業規模別）
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図表3-3　技能系正社員の育成・能力開発のため実施している取組（企業規模別）
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図表3-5　技能系正社員の育成・能力開発がうまくいっていない理由（企業規模別）
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図表3-4　若年技能系正社員の育成・能力開発がうまくいっているか（企業規模別）
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図表3-2　過去３年間の技能系正社員の募集 ･採用に関する考え（企業規模別）

図表3-6　2010年技能五輪全国大会

競技風景（精密機械組立て職種）



第４章　ものづくりの基盤を支える教育・研究開発

我が国のものづくりの基盤を支える人材の育成のため、以下の取組を行うとともに、東日本大震災
による被害を受けた学校等の復旧・復興のため、必要な経費を2011年度第1次補正予算に計上。また、
ファッション、コンテンツ、デザイン、食などの分野のものづくりや知的財産権の保護に携わる人材の
育成が重要。

（1）ものづくり人材育成における大学（工学系）、高等専門学校、専門高校、専修学校の役割（図表4－1）
■大学（工学系）では、産業界と連携した実践的な工学教育を実施。2010年度に文部科学省で実践的な
技術者教育のあり方について報告書をまとめるなど、実践的な技術者教育を推進。
■高等専門学校では、実験・実習を中心とする体験重視型の専門教育を実施（図表4－2）。長期インター
ンシップや課外活動の充実させるなど、教育内容や方法の改善に関する取組も推進。
■専門高校では、ものづくりに携わる有為な職業人の育成のため、大学や研究機関と連携した将来のス
ペシャリストの育成に係る特色ある取組や、地域の産業界と連携したものづくり人材育成プログラム
の開発等の実践的な取組を実施。
■専修学校では、成長分野等の中堅技術者として求められている知識・技能の育成や、高度専門人材と
しての基礎を培う産学連携による実践型人材育成事業を実施（図表4－3）。また、東日本大震災の復
旧・復興を担う専門人材の育成などへの対応も行う予定。

（2）ものづくり人材を育む教育・文化の基盤
■新学習指導要領では、引き続きものづくりを重視し、技術・家庭科等の指導内容を改善するとともに、
科学技術を支える理数教育の充実のための取組を総合的に推進。
■2011年1月に中央教育審議会において、「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育のあり方につ
いて」の答申が行われ、全ての学校段階を通じた体系的なキャリア教育の推進及び実践的な職業教育
の重視等について具体的な方策を提言。
■日本科学未来館では、展示等の先端のものづくり技術に触れて学ぶ機会を充実。国立科学博物館では、
航空・宇宙の技術開発を紹介する展覧会を開催するなど、展示・学習支援活動を実施。
■重要無形文化財の伝承者養成や、選定保存技術の保護など、後世へのものづくりの伝統を継承。

（3）ものづくりに関する基盤技術の研究開発
■ものづくりを基盤にしたイノベーション創出に向け、2010年度は、最先端の計測分析技術・機器（高
圧定圧吸着量測定装置）や、高精度シミュレーション技術（共通基盤的なユーザインターフェース）
を開発。
■また、最先端の大規模研究開発基盤の整備・共用（Ｘ線自由電子レーザー（XFEL）施設「SACLA」の
整備完了（図表4－4）、次世代スーパーコンピュータ「京」の一部稼働）を行うなど、ものづくり基
盤技術の研究開発を推進。

（4）産学官連携を活用した研究開発の推進
■大学等の研究成果の実用化を促進するため、大学等の知的財産活動を専門的に支援する取組や、研究
費について税制上の特例措置を設けるなどの取組を促進。
■大学等の研究成果を戦略的に創出・管理・活用を図る体制の強化や、産学官連携コーディネーターを
通じた大学等の産学官連携活動を支援。
■大学等が核となって企業ニーズを踏まえた研究開発を行い、その成果を地域産業の高度化や新商品の
開発・サービスの向上等につなげるクラスター形成事業を実施。2010年度は、地域と大学等の組織的
な連携を強化するため、新たに「イノベーションシステム整備事業（地域イノベーションクラスター
プログラム）」を実施（図表4－5）。

図表4-3　「専門人材の基盤的教育推進プログラム」におけるグループ
討議の様子（浅野工学専門学校（横浜））　　

図表4-2　全国高等専門学校ロボット
　　　　　コンテスト（通称ロボコン）

図表4-4　XFEL 施設「SACLA」の鳥瞰図

図表４ -5　2010年度地域イノベーションクラスタープログラム（都市エリア型）実施地域

資料：文部科学省調べ

図表4-1　卒業者の職業別就職者数（2009年度）

高等学校
（工業に関する

学科）
高等専門学校

大学
（工学関連
学部）

就職者数 48,154 5,219 42,328

生産工程・
労務作業者数 34,967 17 269

専門的・技術的
職業従事者数 5,326 4,773 31,488

生産工程・
労務作業者の割合 72.5％ 0.3％ 0.6%

専門的・技術的
職業従事者の割合 11.1％ 91.5％ 74.4％

資料：文部科学省「学校基本調査」




